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二
〇
〇
九
年
末
の
時
点
で
、
キ
ュ
ー
バ
の
労
働
人
口
は

六
八
四
万
七
〇
〇
人
を
数
え
る
。
一
〇
万
九
八
八
六
・
九

平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
の
面
積
の
島
に
、
一
一
二
四
万
八
四

一
人
の
総
人
口
で
あ
る
。労
働
年
齢
の
人
口
の
う
ち
五
二
・

九
％
が
男
性
で
、
四
八
・
一
％
が
女
性
で
あ
る
。
労
働
参

加
率
（
Ｌ
Ｆ
Ｐ
Ｒ
：
生
産
年
齢
人
口
に
占
め
る
労
働
力
人

口
の
比
率
）
は
七
五
・
四
％
で
あ
り
、
失
業
率
は
極
め
て

低
く
一
・
七
％
で
あ
る
。
キ
ュ
ー
バ
の
男
性
の
Ｌ
Ｆ
Ｐ
Ｒ

は
八
八
・
四
％
で
あ
り
、
世
界
の
大
多
数
の
国
々
と
同
様

女
性
よ
り
高
い
。
女
性
は
六
一
％
で
あ
る
。

　

キ
ュ
ー
バ
の
労
働
者
の
多
く
は
農
業
部
門
で
働
い
て
お

り
そ
の
割
合
は
一
七
・
八
％
で
あ
る
。
以
下
、
教
育
部
門

（
一
三
・
七
％
）、
保
健
・
福
祉
・
ス
ポ
ー
ツ
・
観
光
部
門
（
一

三
・
二
％
）、
建
設
部
門
（
四
・
六
％
）、
社
会
共
同
体
サ
ー

ビ
ス
部
門
（
四
・
三
％
）、
芸
術
・
文
化
部
門
（
二
・
七
％
）、

そ
し
て
科
学
技
術
分
野
（
〇
・
八
％
）
と
続
く
。

　

キ
ュ
ー
バ
人
労
働
者
の
大
半
は
国
営
部
門
に
雇
わ
れ
て
い

る
。
残
り
は
協
同
組
合
（
四
・
八
％
）
お
よ
び
新
規
に
成

長
し
て
い
る
民
間
部
門
（
一
二
・

二
％
）
で
あ
る
。
加
え
て
、
正

式
に
登
記
し
た
自
営
業
者
が
二

〇
〇
九
年
末
時
点
で
一
四
万
六

一
〇
〇
人
い
る
と
さ
れ
る
。

　

教
育
訓
練
に
相
当
な
投
資
を
行
っ
て
い
る
の
で
、

キ
ュ
ー
バ
の
労
働
力
は
知
識
や
仕
事
の
能
力
の
レ
ベ
ル
が

高
い
。
一
四
・
五
％
の
労
働
者
が
大
学
の
学
部
卒
以
上
の

学
位
を
持
ち
、
五
〇
・
六
％
が
自
分
の
職
業
の
分
野
に
応

じ
た
専
門
的
な
技
能
や
知
識
を
持
っ
て
い
る
と
さ
れ
、
二

六
・
九
％
が
高
度
な
知
識
を
身
に
つ
け
る
た
め
専
門
機
関

で
の
研
修
、
訓
練
を
何
ら
か
の
か
た
ち
で
受
け
て
い
る
。

女
性
は
男
性
に
比
べ
て
よ
り
高
い
レ
ベ
ル
の
学
力
を
持
っ

て
い
る
。
一
九
％
の
女
性
が
大
学
の
学
位
を
取
得
し
て
い

る
の
に
対
し
、
男
性
は
一
一
・
六
％
で
あ
る
。

　

二
〇
一
〇
年
の
一
一
月
に
、
キ
ュ
ー
バ
政
府
は
「
経
済
お

よ
び
社
会
政
策
の
指
針
」
と
呼
ば
れ
る
三
二
頁
の
冊
子
を

発
表
し
た
。
さ
る
二
〇
一
一
年
四
月
に
第
六
回
共
産
党
大
会

に
お
い
て
承
認
さ
れ
た
経
済
移
行
政
策
の
骨
子
を
ま
と
め

た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
文
書
で
示
さ
れ
た
指
針
は
ラ
ウ
ル
・

カ
ス
ト
ロ
が
兄
フ
ィ
デ
ル
・
カ
ス
ト
ロ
の
後
任
と
し
て
二
〇

〇
八
年
、
大
統
領
に
指
名
さ
れ
て
以
降
、
主
導
し
て
き
た

経
済
政
策
の
変
更
を
概
説
し
た
も
の
で
あ
る
。
大
き
な
改

革
の
ひ
と
つ
が
国
営
企
業
労
働
者
の
（
新
興
）
民
間
セ
ク

タ
ー
へ
の
配
置
換
え
で
あ
り
、
す
で
に
実
行
に
移
さ
れ
て

い
る
。
こ
の
労
働
調
整
策
は
か
つ
て
、
キ
ュ
ー
バ
が
経
験
し

な
か
っ
た
よ
う
な
激
変
で
あ
る
。
キ
ュ
ー
バ
が
社
会
主
義

の
新
し
い
モ
デ
ル
―
そ
こ
で
は
非
国
営
セ
ク
タ
ー
が
経
済

に
お
い
て
大
き
な
役
割
を
担
う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
―
に

向
け
て
動
き
出
す
こ
と
が
明
確
に
示
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

　

二
〇
一
〇
年
一
〇
月
、
政
府
は
認
め
ら
れ
る
自
営
業
種

一
七
八
を
法
律
で
定
め
た
。
こ
れ
に
よ
り
自
営
業
者
は
、

国
営
企
業
と
直
接
取
引
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
、国
と（
新

興
）
民
間
部
門
と
が
契
約
を
取
り
交
わ
す
機
会
が
創
出
さ

れ
た
。
加
え
て
、自
営
業
の
労
働
者
達
は
労
働
力
を
雇
い
、

国
が
運
営
す
る
社
会
保
険
基
金
に
保
険
料
を
納
め
る
こ
と

に
な
る
。
銀
行
口
座
も
開
設
し
資
金
の
借
り
入
れ
も
可
能

だ
。稼
い
だ
所
得
や
利
益
へ
は
課
税
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。

　

こ
の
政
策
は
、
キ
ュ
ー
バ
の
非
国
営
経
済
活
動
主
体
の

役
割
を
さ
ら
に
拡
大
し
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
る
財
産
所
有

形
態
や
、
そ
の
配
分
・
調
整
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
模
索
す
る
必

要
性
が
認
知
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
物
語
っ
て
い
る
。
こ
う

し
た
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
、
国
は
ま
だ
幅
を
き
か
せ

て
い
る
無
計
画
的
な
経
済
活
動
を
非
国
営
部
門
と
し
て
振

り
替
え
、（
個
人
が
所
有
す
る
と
こ
ろ
の
）
農
業
、
住
宅

建
設
、
小
売
業
、
運
搬
業
な
ど
の
分
野
で
中
小
の
企
業
を

設
立
し
、
育
て
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

国
営
企
業
労
働
者
の
新
興
民
間
部
門
へ
の
移
入
は
、
二

〇
〇
八
年
に
キ
ュ
ー
バ
が
直
面
し
た
深
刻
な
経
済
危
機
に

政
府
が
対
応
を
迫
ら
れ
た
と
き
打
ち
出
し
た
経
済
移
行
政

策
の
一
環
と
し
て
の
実
施
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
経
済

危
機
へ
の
対
応
と
し
て
、
キ
ュ
ー
バ
は
一
連
の
緊
縮
政
策
を

行
っ
た
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
節
減
、
財
政
赤
字
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
率
の
縮
小
、
非
生
産
的
な
国
有
地
の
協
同
組
合
や
民
間

生
産
者
へ
の
払
い
下
げ
、
そ
し
て
消
費
の
自
由
化
で
あ
る
。

　

キ
ュ
ー
バ
が
中
央
計
画
経
済
体
制
に
な
っ
て
五
〇
年
余
り

が
経
過
し
た
。
そ
の
間
、
キ
ュ
ー
バ
の
労
働
部
門
は
高
い
と

は
言
え
な
い
生
産
性
、
主
た
る
雇
用
主
と
し
て
国
有
部
門
が

牛
耳
っ
て
い
た
こ
と
、投
資
の
不
足
、時
代
遅
れ
の
生
産
技
術
、

近
代
的
な
企
業
経
営
シ
ス
テ
ム
の
欠
如
、
中
央
計
画
経
済
に

あ
り
が
ち
な
固
定
的
な
慣
行
、
な
ど
に
悩
ま
さ
れ
て
き
た
。

　

こ
れ
ら
の
障
害
を
克
服
す
る
た
め
政
府
は
国
営
企
業
に

雇
用
さ
れ
て
い
る
労
働
者
の
数
を
一
〇
〇
万
人
以
上
減
ら

す
と
発
表
し
た
。
削
減
の
大
部
分
は
経
営
、
管
理
と
い
っ

た
「
官
僚
的
な
業
務
部
門
」
で
行
わ
れ
る
だ
ろ
う
。
そ
し

て「
生
産
的
な
労
働
者
」（
言
い
換
え
る
と「
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
」

労
働
者
）
の
割
合
を
増
加
す
る
こ
と
が
目
指
さ
れ
る
。

　

古
典
的
な
社
会
主
義
モ
デ
ル
か
ら
修
正
モ
デ
ル
に
移
行

し
た
国
々
の
経
験
か
ら
言
え
る
こ
と
は
、
こ
の
よ
う
な
諸

政
策
は
経
済
を
よ
り
効
率
的
な
も
の
に
し
、
全
要
素
生
産

性
を
増
し
、
家
計
の
所
得
や
消
費
を
一
般
的
に
高
め
、
生

活
水
準
を
向
上
さ
せ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
そ
し
て
過

去
の
経
験
か
ら
も
う
ひ
と
つ
言
え
る
こ
と
、
そ
れ
は
た
と
え

改
革
が
社
会
主
義
の
枠
組
み
の
な
か
で
実
施
さ
れ
た
と
し

て
も
そ
の
プ
ロ
セ
ス
は
必
ず
抵
抗
に
あ
う
、と
い
う
こ
と
だ
。
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